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21世紀のスイス労働協約
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スイス労働組合総連合 (8GB) の調査によれば，加盟労組の組合員数
は減少傾向が続いており， 199 年は対前年比2.% の減となった。しか
し前年と同様にサービス部門の組合員の数は増加しており，全体におけ
る女性組合員の割合も増えている o 8GB 加盟労組の全体の組合員数は
199 年度は38 万人となっており，前年の198 年と比して710 人，率にして
2.% の減少となったD 前年の2.1% 減とほぼ同様な結果となった。特に商
業運輸食品労組 (VHTL) ，公務員労組 (VPOD) ，建設労組 (GB I)及び
金属労組 (8MUV) などの労組で組合員の減少が著しかった。中でも商
業運輸食品労組では組合員数が 6% も減少しており，前年比10 人減の 1
万790 人になった。公務員労組も 4.6% ，170 人減の 3万60 人となって
いる D 建設労組では組合員数減少の結果について，広報や経理に携わる多
くの組合員が他の労組に移って行ったことによるものと見ている o 同労組
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は5.4% ，520 人減の 9万250 人となっている O 金属労組では2.6% ， 2万
40 人減の 9万280 人となっている D 一方で，サーピス部門の労組はこの
一般的な減少傾向に反して組合員数を増加させており，対前年比
18.5% ， 20 人増の 1万450 人に増加している D この増加傾向は明らかに
女性労働者の増加によるものである o 198 年末のスイス労働組合総連合加
盟労組の女性組合員の比率は19.1% であったが， 19 年には19.8% に上昇
し 7万50 人に達している o (EIR no.317 p. 12 June 20) スイス
における労働組合の組織率の推移は，他の先進諸国のそれと軌をーにして
いるが，ここでは労働組合と労働協約のあり方に関する最近のスイスにお
ける議論を Urs Ch. Nef の論考を踏まえて考察することにする o 労働組合
と労働協約をめぐるパラダイムの変動は，制度と機能の両面からの根本的
な再検討を避けて通れないものにしているが，既存の論理との議離を埋め
る橋渡しの作業がこれからは求められることになる。
1 .新たな労働空間の出現
前世紀の半ばごろから先進国では，製造業から徐々にサービス業を中心
とする第三次産業を土台にした経済へと移行してきた。最近の10 年はこの
ような経済の変化が劇的に進行した時代である D スイスでも 1950 年には，
雇用者の46% が製造業で就労していたが， 190 年にはこの数字が35% に低
下した。そして19 年には25% にまで下落した。 (UBS ，Die Schweiz in 
Zahlen ， 20) この変化には二つの原因がある。一つには商品生産の多
くが低賃金労働の国々へと移行し続けたことにある。今日では世界の製造
業の労働者の80% がアジアの新興工業国に住んでいる。二つ目は，世界的
な情報技術の進展により，商品の生産がその前後の計画，立案，マーケ
テイング，販売，リサイクルなどのサービスのなかに埋め込まれてしまっ
たことにある O
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(1 ) 今日の生産過程と労働
かつて多くの段階に分かれていた生産の過程は今日再び統合され，機能
を重視した「作業ユニット」を構成するようになった。その結果，雇用者
は単調な作業の繰り返しからは解放されたが，より挑戦的な仕事と向き合
うことになった。工業化の過程において分業は労働者の疎外をもたらし，
深刻な社会問題となった。この疎外の進行は製造業に情報技術が導入され
たことによって反転した。労働者は新しい作業手順に対応することを求め
られ，資格や特別の技能に裏付けされた職務遂行能力を身につけるために
適切な教育や訓練を受けなければならないことになった。このことは事業
所内での労働者の配置転換を困難にし，また企業の外部から同等の技能を
持った労働者の採用を難しくする D 情報技術の導入によって，労働の高度
化が進み，個人としての人間のステータスは向上している o (Urs s. 239) 
現代の労働は高度に発展したダイナミズムによって特徴づけられる o 企
業も製品やサービスに対する新たな需要に常に対応することが求められて
いる。経営手法も継続的な技術や管理の進歩に遅れないよう改善されなけ
ればならない。このような文脈の中では，労働者の技術革新に対応できる
能力が高い需要を生み出すことになる o リスクをとり，変化する諸条件を
受入れ，これに対応するための提案を準備することこそが，現代の労働に
対する需要に応えて行くための不可欠の能力となっている D 関かれた機構
の一員である労働者は，即座に新しい挑戦に直面させられている O 労働の
急激な変化はその激しさにおいて19 世紀に生じた産業革命と比べることが
できる o
また現代労働は明らかにプロジェクト志向的になっている O 個々のプロ
ジ、エクトは一定の目標を達成するために作られた作業グループによって遂
行される o そのためグループのメンバ}は特定の要求の完遂を求められ，
一定の期限内に目標を達成する責任を負わされている。かつて上長の指揮
命令にそって遂行されていた労働は，今や責任というグループ内の規範に
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よって独立的に遂行されている。労働基準の視点から定められ協約規定の
下ですべての従業員に適用される画一的な労働時間制度は，もはや役に立
たなくなってきている O 労働時間は今日では労働者個々人ごとに決められ
るか，プロジェクトの進捗にあわせて個別のグループを単位として決定さ
れることになる O
(2) 雇用安定性の欠如
プロジェクト志向の作業は比較的に緩い労使関係を土台にしている。従
前の，獲得した権利の不可侵と先任権の原理に連動した官僚主義的な労働
と比較して，今日の雇用関係は労働者の能力と経験によって決定される O
その結果，新しい雇用契約は概して，プロジ、エクトの達成に必要な期間に
のみ限定された有期契約として締結される。現代の社会を特徴づける雇用
の臨時的な性格はもはや企業内でのキャリアプランニングというものを許
容しなくなっている D
今日の雇用関係における安定性の欠如は，労働者にとって挑戦であると
ともに精神的な緊張として認識されている。失業の脅威の増大に伴うコス
トは失業保険の負担増として社会に転嫁される D 保障や保護といった感覚
は現代の労働からはもはや提供されることはなくなっている。そのような
感覚は家族とか夫婦といった安定した関係のなかに求めなければならなく
なっている D 平等取扱いはもはや単なる憲法上の権利でしかない。そのた
め，長期の失業という内在的なリスクに対するセーフガードが必要になっ
ている。 (Urs s. 240) 
(3) 新しい労働者像
現代の企業は高い水準で、の知識と技術の統合を図っている。従業員の知
的能力を完全に活用し，窮極的には企業の製品開発と改良に役立てて行く
ことが企業経営の責務である O 従業員はきわめて短い時間で，遭遇する問
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題を解決することのできる知識を獲得できなければならない。今日の情報
化社会では，誰でもがアクセスできる知識からは，人びとが社会に対する
影響力を得ることはあまりない。特定の仕事に必要な知識を収拾する能
力，問題解決のための能力が重視される o このことは，労働者の側に科学
の発展と歩調をあわせて，技能を改善し維持して行く継続的な努力が求め
られることになる D 現代の労働は，変化というものに対して鷹揚で、柔軟な
心性を持った人びとに利益をもたらす。労働が問題の解決に貢献するもの
であるとすれば，それは使用者だけでなく労働者にも利益をもたらすD 労
働者の知的および心的な能力は仕事を通じて常に向上し，またそのことは
労働市場における競争上の地位を強めることになるからである D
今日の企業組織は，もはや階層的な構造に基礎を置くものではなく，フ
ラットでフレキシブルな構造のものに置き換えられており，労働者の直接
的な「責任」が指揮命令関係を凌駕している O 労働者は作業の対象に応じ
て，以前は使用者が采配していた労働をみずから組織する D 労働の遂行に
関する指揮命令をおこなう権限が廃棄されると，作業の流れは円滑になり
速さを増し，品質は改善され，製品やサービスの流通も促進される O
企業におけるこのようなフラットな組織構造は，労働者がチームのメン
バーの持つ特殊な技能，あるいは教育や専門などのバックグラウンドに関
して存在する差異を，超越して協力する意思と能力がある場合にのみ成功
する O このようなフラットな構造の中で求められている社会的能力とは，
相互の尊重と誠実の原則に添って交流する態度をもって働く意思のことで
ある。自律的なプロジェクトグループが職場に存在する場合，フォーマル
な労務管理はマイナーな役割しか果たさなくなる o (Urs s. 24 1) 
2. 個別的労使関係の法的帰結
スイス債務法は，労務の遂行に関わる契約を 3類型に区別している o
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「雇用J r請負J r委任」の 3類型である。委任と請負の内容は，立法によ
れば独立的かつ専門的活動として定められている D 一方で，個別的な雇用
契約(債務法 319 条 1項)の下では，労働者は使用者の事業の中で労務を
遂行することになっている O すなわち雇用は従属的な状況のなかにある o
法律によって定められた(債務法 319 条 1項，債務法321 条 1項)雇用の従
属性を特徴づける指標は次の通りである。①労働者の個別的に労務を遂行
する義務，②労働者の労務の提供が可能な範囲で定められた労働時間，③
労働者に対して個々に指揮命令を行う使用者の権利，④一般に労働時間に
対応して使用者によって支払われる賃金の 4 項目である D これらの要件と
個々の経済的及び法的従属性が，さまざまなレベルで労働者に対する債務
法の強行規定，労働協約法，社会保障法などによる立法上の特別な保護を
正当化する O しかし，今日の労働法においてはこれらのメルクマールは限
界的なものになっている D
(1 ) 雇用関係における権限の委譲と自己決定
今日の雇用関係は，指揮命令というものを不要にしており，今や「委
任」のような独立性の高い労務の給付がおこなわれる法的な関係へと近づ
いている D 請負契約の場合と異なり，雇用契約の下での労働者は所期の目
標を達成できなかったとしても，その責任を負わされることはない。労働
の結果が有用であろうとなかろうと，また商業的に活用できょうができま
いが，労働者の関知するところで、はなかった。現代の労働法の下でも，ビ
ジネスのリスクは使用者の側にある O
スイスの支配的な学説と判例によれば，労働者は法的な従属の下での雇
用関係の範囲内で労務の給付をおこなうことになっている (Vischer ，Der 
Ar beitsvertarg ， 194 ， s.2. BGE125 m 81) 0 従属状態は，個人的，組織
的そして時間的な要素に関して使用者が個々に指揮命令をおこなう包括的
な権限によって説明される D しかし，今日の労働の原理によれば，段取り
'砂 .ぜ
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の組み立てや各々の段階での労務の給付は労働者の責務とされる。そのた
め労働者と使用者との関係は労働の過程に関する限り本質的な変革を経験
している O ここで、は両当事者は真のパートナーとなり，従属的な慣行から
離脱することになる o 労働者は個人的な自発性と工夫，努力，忍耐によっ
てプロジ、エクトの目標を達成することが期待され，そのことによって企業
の一層の発展に貢献することになる。この数年でサービス部門の多くの企
業が高い水準の生産性を達成しているが，それは多くの場合，労働者に対
する権限の委譲と労働者の自己決定によって解き放たれたダイナミックな
パワ}によるものである。
個別の雇用契約における時間の要素は二つの側面から説明される o 一つ
は雇用の期間であり，他は労働時間である (N ef ， Tampore Ar beit ， 
197 1， s.30) 。従属的な雇用関係は期間の経過または契約の終了に関する
通知によって自動的に終了する D 今日の労働においては主にプロジ、エクト
の終了が雇用関係の終了ということになる D 労働時間とは，労働者が労務
の給付を義務づけられている時間の範囲であり，伝統的な従属労働の見方
からは，その時間中は労働者は使用者の指揮命令に服することになってい
るo 予定された労働時間の間，労働者本人が存在することこそ伝統的な労
働関係の特徴である。使用者は指揮命令を通じてこの関係の存在を最大限
活用することができた。しかし，新しいプロジ、ェクト志向の雇用契約で
は，達成すべき目標が示されることにより「委任」により近いものとして
捉えられることから，所期の結果が必ず出せるように労働時間を活用し，
適切な方法でプロジェクトを実現することが労働者の責務となる D 給付さ
れる労働の量を測定する手段としての労働時間はもはや意味を持たず，時
計のようなコントロールのための装置は必要がなくなる o
(2) 賃金決定と剰余価値の配分
使用者は個別の労働契約の下で労働者に対して賃金の支払い義務を負
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うD 伝統的な雇用関係と異なり，現代の労働関係における賃金の支払いは
労働者が使用者の指揮命令の下におかれる時間によって決まるものではな
い。市場の条件の下で，報酬は特定の技能・能力に対する需要と供給に
よって決定されることになる O 現代の労働に関しては，実際の給与は提供
された特別の能力の対価として決定される o 大量の作業を行ったとして
も，それ自体では，特別な俸給を正当化することにはならない。賃金や俸
給に関する交渉は，具体的な細目を考慮にいれた，非常に個人的な性格の
ものになる。企業の階層構造の中での職位に対応した伝統的な賃金決定
は，自由市場経済の原理とは相容れないものとなっている。
ミクロ経済学的な保障機能とは別に，賃金は今日，マクロ的な配分の構
成要素も含んで、いる o これは企業の付加価値の分配を労働者に認めるもの
である。市場賃金は労働者が企業にもたらす剰余価値とは区別される。生
産された剰余価値を越えて賃金要求をする労働者は遅かれ早かれ解雇され
る。生産性の向上の結果としての剰余価値は公正の原則から，企業所有者
と労働者との間で分配されることになる O 剰余価値は集団によって作られ
ることから，公正賃金の問題はより大きい集団的な文脈の中で検討される
べきである。この文脈において， r労働協約」は個別の労働契約とともに
正統性を持つことになる o 個別企業における剰余価値生産にも配慮した具
体的な評価方法によって賃金は決定される D これに関する大まかな条件は
常に変化するので，評価は一定の間隔をおいて繰り返されなければならな
い。公正な賃金政策は産業平和の維持に大きく貢献する。 (Urs s. 243) 
(3) 社会保険と労働保護
社会のニューファミリ一層の増加にあわせて使用者も新しい労働の形を
取り入れるようになってきた。労働時間の弾力化はそのひとつである。労
働条件に関する交渉は促進され，疾病，災害，老齢などの社会的なリスク
は雇用関係の範囲から除外され，社会保険の領域に移された。原則として
.. .
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労働者の就労履歴は「断続的」となるので，健康保険，災害保険及ぴ年金
制度は，自発的または非自発的な一定期間の就労がなくても，途切れるこ
となく継続することになる O 現代の労働は，労働者に対して高い水準の自
律性を与えている o これは社会保険が与える保護にかなりの部分を負って
いる D 労働者の教育と交渉技術の進展は，公正な労働条件の交渉を行う際
に必要な独立した地位の確保を可能にした。労働者は労働保護法規にあま
り依存しなくなり，労働者が雇用関係における弱い当事者であるという伝
統的な前提は，今も正しいかどうかは疑わしい。それゆえに，すべての労
働者に対して法的な保護を行うことが正しいかどうかも疑わしいことにな
るo
3. スイス法における労働協約の位相
労働協約法は使用者団体と労働組合に対して，労働者の利益の視点から
集団的な協定を締結する形で，雇用条件について交渉する権利を与えてい
るO この権利は国家が協約当事者に与えている O そこでは労働者が経済的
に弱い契約の当事者と前提されている。労働者は，使用者に対してその利
益を有効に保護出来る地位にはなく，公平で公正な雇用契約の条件を交渉
する立場にもない。労働者はその生存のために，雇用のもたらす収入に頼
らざるをえず，使用者の提示する条件に同意することを強いられている。
このような私的契約の当事者聞に存在する不均衡は労働協約の締結によっ
て克服されうる。労働協約の条項は協約当事者の誠実さを根拠に特別な権
威が与えられている o (Urs s. 24) 
(1 ) 団結と統制
労働協約の締結によって集団的な賃金交渉は個々の労働者及ぴ使用者を
拘束する法を創造する権限を団結のパ}トナ}に与える o 国家はこの領域
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での立法権を放棄し，本来立法権のない団結のパートナーに経済的自由を
根拠に国家類似の規則制定権限を独立して与えている。労働協約は労働者
が個別の労働契約からより有利な条件を引き出せない範囲で拘束力をもっ
規定を含んでいる(債務法 357 条 2 項)。
労働協約は自由な市場経済に準拠した機構であり，契約自由を排除する
ものではないが，一方で，反トラスト規制に違反するとか自由市場の原理
と矛盾するという懸念もある。従って，集団的な賃金交渉を私的自治の独
立した部門として考えることは難しい。より正確には，集団的な賃金交渉
は，生産の要素としての「労働の特殊経済的な性格」から正当化されると
考えるべきである o 集団的な賃金交渉は，政策的な意図による政府の介入
に基づいており，現行の経済システムの範囲内で，自由企業経済を統制す
る労働市場規制の一つの要素を構成している。
結社の自由と，そこに根拠をおく使用者団体，及び労働組合の力が，労
働協約の基礎を形成した口結社の自由は，共通の利益の促進を意図して団
結を形成する権利であり，このような団結に参加する権利(積極的団結の
自由)，及びその参加を拒否する権利(消極的団結の自由)である。積極
的団結の自由と消極的なそれとはスイス法においては等価とされている
(Vischer ， Zurche Komentar ， 1983 ， s. 84) 0 消極的団結の自由は，労
働協約システムの随意的性格を保障する。この労働協約システムは，一定
の条件のもとで国家が労働協約に「一般的拘束力」を宣言すること(Al l同
geminverbindlcherklaung) で浸食される潜在的脅威がある O
(2) 争議行為と平和義務
協約交渉の手詰まりを打開するために，団結の当事者，とりわけ労働組
合は，一定の条件の下で，争議行為に訴える権限が与えられている o フラ
ンスやイタリアと異なり，スイスではストライキ権は憲法上保障された個
人の権利ではない。ストライキは，労働協約の当事者としての資格を持つ
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た組織によって実施される場合にのみ，適法とみなされる (BGE125 皿
284) 。したがって，労働組合の支援を受けた，山猫ストは違法となる o 新
しいスイス連邦憲法では，結社の自由も争議行為も団結の当事者によって
行使された場合にのみ，憲法上の保護を受けることができる(スイス連邦
憲法28 条)。団体交渉の自由が適法な争議行為の前提条件とされるため，
憲法によって保障される権利の優先順位においても，団交権の次に争議権
として順位づけられる o
争議行為の憲法上の保護は，団結の当事者が紛争解決のためのシステム
に従う場合にのみ，正当とされ，国家の保護の下での争議行為は，労働協
約の締結を希求する際の最後の手段とされる o 紛争の解決が試みられる前
に開始された争議行為は，この目的に反しており，違法とされる(スイス
連邦憲法28 条 2項)口補足制の原則は，労働協約に基づく調停を，国家が
強制する調停よりも優先させることを意味する (Rehbinder s. 217) 0 ス
イスでは，連邦とともに州も調停機関 (Eini 思m 都民stelen) を持ってい
るD この調停機関の決定は，その意に反して当事者を拘束するものではな
い。しかし，連邦の調停機関で手続が行われている聞は，当事者は平和義
務を負うことになる o
(3) 労働協約の目標
労働協約は多様な目標を持っており，それらは一定程度，相反すること
もあるが，労働組合の主張する様々な要求のなかで，もっとも主要な要求
は国民生産の成果を労働者に配分することである o 職種と産業を通じた最
低賃金の設定はこれに応えたものである o 労働組合は，有給休暇，フレッ
クスタイム，訓練休暇などの労働条件の改善のために努力をする。さら
に，男女の地位の平等，同一労働同一賃金，女性に対する差別の終需を求
める D そして，産業や地域，教育の違いによる賃金格差も労働協約によ。
て縮小されることになる (Gruber s. 247) 0 スイスでは，職場委員会によ
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る企業内の労働者の共同決定も，労働協約の中で規定される。
自由な市場環境の下で，労働組合の積極的な政策が功を奏したという実
証的な研究はまだ見あたらない。労働協約の締結が，国民経済における労
働者の持ち分の増大を可能にしたか否かは疑問である O インフレによる購
買力の減少で，労働協約による賃金の引上げが実効性を欠いてしまうこと
もある口一方で，最低賃金が賃金を押し下げる何らかの圧力を作り出す可
能性は排除しにくい。ボーダーライン上の企業で最低賃金が定められてい
る場合，その可能性は大きい。市場条件にそぐわない労働協約は失業を誘
発するというのが，労働協約が定める最低賃金に異を唱える主な言説であ
る (Hayek s. 34) 0 失業との闘いのーっとして，労働時間の短縮による
労働の分かち合いが可能なの否かという問題については，議論が残る
(Hanu s. 65) 0 公務員関係労働者の労働協約による賃金の引上げは，所
得の再配分を通じて，納税者と社会保障制度に損失をもたらす可能性も残
るO
4. 集団的労働法の危機
今日，労働は非常に過酷なものになっている D 労働者に対して設定され
ている作業標準は，人間的にもまた専門的にも高度である口企業は独自の
発想ができ，日常のルーテインにとらわれず，あらゆるスキルを身につけ
た鷹揚な労働者を求めており，このような企業の要求は，学校その他の教
育機関によって充足される。学校やその他の教育機関では，このような流
れを踏まえて，広範な選択科目を用意して，学生・生徒が個人の資質，能
力を高めることのできる機会を用意している。古典的な分業は，個別性と
いう特徴を持った新しい形の労働に途を譲っている。企業内で行われてい
る様々な活動はもはや昔日のものとは比較にならない。結果として，厳格
な賃金の括りにそって支払われる賃金制度は，一様な工業労働が行われて
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いた時代には，適切で，妥当であり，また公平に見えたが，責任と作業が
一人一人異なっている現代の企業では，通用しない。特別のスキルを持っ
た人が行った個別的な作業の結果を，他の者が行った仕事と直接に比較す
ることは，もはや許されない口労働協約に基づく最低賃金制度は，階層構
造を持った企業組織に適合するように作られていたが，新しい労働の環境
の下では，もはや使えなくなっている o (Urs s. 247) 
(1 ) 賃金協定の限界
新しいタイプの労働は，労働者の資質を最も重要な事項としている o 現
代企業は，労働者の高い教育水準と有能さ，勤勉さそして忍耐力という資
質を欠いてはもはや運用が困難になっている。高い資質をもった労働者
は，市場における企業の優位な地位を保障することが出来る O このような
立場の労働者は，企業に一定の圧力をかけて，新たな賃金の牽引車として
の役割を果たし，スキルをもった仲間の労働者にとって有利なより高い賃
金相場を形成する。現代の企業においては，賃金交渉は，団体法の下での
介入ではなく，むしろ個別に交渉された雇用契約の結果であるといえる O
財とサービスの市場における規制緩和と，それにともなう市場参加者間
の競争の激化は，企業収益の面で大きな企業間格差をもたらすことになっ
た。このような状況の下では，全経済部門を対象として合意された最低賃
金が大規模に効果を持つということは期待できない。一方で，より高い賃
金を支払うことのできる経済状態にある企業では，このような最低賃金協
定に影響されることはない。成功している企業にとっては，従業員に低い
給料を支払うことなどは全く意味がない。他方で，経済学的な視点から
は，労働協約は一つの問題を作り出すことになる O それは，成功している
企業が低収益の限界的な企業を市場の外に排除しようとするときに労働協
約が役に立ってしまうということである o (Urs s. 248) 
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(2) 失業と賃金のトレードオフ
賃金引き下げを恐れる市場の反作用から，失業率が高止まりしている場
合に，使用者団体や労働組合の介入で実際の市場条件を適切に修正するこ
とは望ましい。しかし， 190 年代において失業の脅威にさらされている時
でも，労働者が労働組合に積極的に関わろうとする姿勢を見せることは殆
どなかった。このことは，労働組合が失業者や賃金をヲlき下げられた労働
者の状況を改善するために，効果的な活動を進める手段を欠いているとい
う事実の裏返しでもある。このような状況の下で，ストライキを実施して
労働力の供給を制限しでも意味がない。それは，なお雇用を提供している
企業の存在さえも危険にさらすことになる。 (Kapelr s. 125) 不況期に
おける賃金の一般的な引き下げは，使用者によって行われる手段としては
国民経済の利益の面からも，また社会的な視点からも，さらに操業上の理
由からさえも，従業員の大量解雇ほどには厳しいものではない。このこと
は，労働組合が将来，より厳密に検討しなければならない選択肢である o
企業人の個別的な利益の分散が進むと，従業員は益々労働組合への参加
を渋るようになる口一方で自治を求める現代人は，集団的な支援を受入
れ，より良い労働条件のためには闘いもする。また，すべての従業員の平
等な取扱いも要求する o 労働協約は多くの場合，労働時間，時間外労働に
関する規定を含んでいるが，それらが労働者の利益を損ねていることも指
摘されている.同じ職業に就いている労働者の聞の連帯感が薄れていくと
ともに，組織の求心力も低下して行き，その結果，労働組合の正統性も浸
食されることになるO
(3) インターナショナルな視点の欠如
グローパリゼーションの中で，財とサーピスの市場は世界に聞かれた
が，労働市場に関しては例外となっている。しかし，労働市場が徐々に世
界的に近似して来ることは，社会政策的な観点からは望ましいといえる。
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我々の時代においては，経済の高度先進国は世界的な広がりのなかで，地
域政策として飢餓と貧困に対する闘いの責任を負わなければならない。経
済の先進国では使用者も労働組合も常に，発展途上国では13 億もの人々が
1 日l ドル未満という極度の貧困の中で暮らしており，しかも，その数は
毎年250 万人づっ増えているという現実を心に留めておかなければならな
い。 (World Bank p.5 1)これは圏内でしか通用しない労働協約では克服
できない挑戦である口
第 2次大戦後，とりわけ西ドイツでは，集団的な交渉力は自由市場経済
の限界の中で社会秩序を形成する適切な手段として本領を発揮してきた。
ストライキも，使用者から賃金面での譲歩を引き出すための緊張をとも
なった圧力を行使する手段として，一般に受け入れられてきた。しかし，
争議行為が今なお高度に発展した経済における労働条件改善のための適切
な手段であるか否かは疑わしい。争議行為は，形骸化した時代後れの手続
としてみなされており，かつてのようには最早，社会によって受け入れら
れなくなっている。このことは，究極的には労働者と企業との繋がりの一
層の深まりによるものである O それは多くの場合，企業の収益性に満足で
きないと跨踏なくいつでも営業を閉じる準備をしている企業所有者の企業
との繋がりよりも，もっと親密である。 (Urs s. 249) 
5. 労働組合の新たな政策
新しいタイプの労働の出現は使用者と従業員の関係を変えた。そして，
労働組合は自らを，組合員のために賃金に関する使用者の譲歩を引き出す
ことを目指して戦う戦闘集団というよりも，むしろ賃金と労働条件につい
て高度な権威をもった「技能集団」と自らを見倣す新たな姿勢の受入れを
迫られている D
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(1) 認証機構としての労働組合
将来，労働組合は，所定の労働市場の標準に基づいて主要な企業の賃金
構造を評価し，賃金の面から企業の経営管理を細かく監視するようにな
るo ここで適用される標準は，科学の発達，実務経験，倫理面での信念な
ども考慮に入れれば，さらに改善が進んでいくことになる o また，その信
頼性と作成者の名声とにより高い評価を得ることになる。所定の標準に達
している企業には特別の認証が与えられる。すべての企業が同一の基準に
適合しているかということよりも，個々の企業の収益力と市場における地
位とを勘案した賃金及ぴ労働条件の評価こそが認証の決定的な要素とな
るO このような認証は社会的特質を示す徴態として企業から認知されるよ
うになることが期待される。認証の受益者には，直接に関係する使用者及
び労働者だけでなく，消費者を始めその製品の購入者も含まれる。その製
品の購入者，消費者にとっては，公正な労働条件の下で作られた製品を購
入したことの証明にもなる D 多分，消費者の行動は，認証を受けた企業の
製品をそうでないものよりも選好する傾向があることから，競争相手の企
業に対しても，これらの労働基準を受入れるよう圧力をかけることにな
る。
(2) 労働組合の新たな課題
労働組合の仕事の主要な領域は，すべての経済部門に労働協約を適用す
ることから，企業協定の適用へと変わっていくことになる D 関心の焦点
は，最早，労働組合と使用者との聞の長期の対立の後に締結される労働協
約ではなく，相互の合意のもとに，協調的な解決を促進し，労働の満足度
と企業の収益性を高めることにある。このような展開は，スイスでは，賃
金交渉が企業レベルで実施されるようになった時から，すでに始まってい
るO 将来的には，パラダイムの転換により幹部要員に支払われる賃金も含
めて，賃金全体がアセスメントのもとに置かれることになる。従業員だけ
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でなく，企業の株主や公共の側でも賃金の支払いに関する透明性に対する
ニードが存在する D とくに証券市場に株式を上場している企業の場合はそ
の必要性が高い。かくして，労働組合は新しい課題に直面することにな
り，包括的かっ適切で公正な賃金政策が個々の企業で実施されるよう訴え
ていくことが求められている口これまで最低賃金制度施行の確保に責任を
負ってきた労働組合は，今後は賃金制度全体の統合的な評価に関わってい
くことになる。労働組合は，賃金が市場条件に適合したものであることを
証明するだけでなく，企業内で実現した剰余価値の分配が適切であること
も保障することになる。 (Urs s. 250) 
労働組合は，これからも，賃金交渉などの伝統的な活動領域に専念し続
ける。そして，工場閉鎖の際に，補償案の交渉をしたり，労働者に最低限
の生活手段を提供したりする。しかし，労働組合の活動の正統性は，団結
した労働者の代表の数や団体交渉の力から第一次的に引き出されるもので
はなく，むしろ企業業績の配分問題などの解決に関して認られた労働組合
の能力から引き出されることになる O スイス労働組合総連合は専門家の意
見を踏まえ，労働市場の経験的なデ}ターから「最低賃金」を決定し，す
べての経済部門の労働者に対して300 スイスフランの最低賃金が支払われ
ることを要求している。 (Schweizerischer Gewrkshaftbund ， Mai 205) 
しかし，この要求を誰が実現するのかという聞は答えられないまま残され
ている口要求実現のポイントは，ソーシャルパートナーが集団的労働法の
制度をさらに発展させ，現代の労働の要請に適応可能なものに変えて行く
能力にかかっている o (Urs s. 25 1) 
むすび
看護部門の労働者の51% 及ぴ小売部門の労働者の3% が198 年には月額
300 スイスフラン以下の低賃金で働いていたことが労働組合の調査で明ら
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かになっている。看護及び、商業関係の労組が行った調査では， 198 年にこ
れらの部門で低賃金が拡大していることも明らかになった。看護部門の全
労働者の51% は月額300 スイスフラン以下の低賃金であり，しかも女性労
働者の56% がこの賃金水準にある。この部門で低賃金の労働者の割合は
195 年の3% から著しく増大している。小売業でも全労働者の三分のーが
この賃金の水準にある。また女性労働者の43% がこの水準にあり，男子労
働者の10% と比して著しく多い。スイス労働組合総連合 (8GB) は198
年の大会で，このような低賃金との闘いを宣言している o (EIR no. 312 
p.12 Janury 200) 労働組合が労働協約を締結して，労働者の生活と社
会の安定を確保するというシステムは，今日，賃金交渉をはじめとして多
くの労働条件設定の場面で、機能不全に陥っていることが指摘されており，
それに代わる労働組合の役割として，権威ある労働条件の認証機構となる
ことが提案されている D しかし，現実との議離は大きく，精密な理論面で
の架橋を施すための多方面からの検討が必要である。
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